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※電子帳簿保存法が改正され、2022 年 1 月 1日から、取引に関する書類をデータでやりとりする場合、それら
の書類を基本的にデータのまま保存しておかなくてはならなくなりました。

電子帳簿保存法の概要

【電子帳簿保存法で決められていること】

　電子帳簿保存法は、パソコン等を使って作成する税金関係の

帳簿や書類を、電子データで保存するようにする法律です。

従来の紙での保存は帳簿や書類を作成する企業側にとっても、

また、それをもとにして税金に関係する業務を行う行政側にとっ

ても非効率です。

　そのため、電子帳簿保存法によって、紙保存のいわば「例外」
として電子データ保存が認められることとなりました。
　ただ、一般的には、電子データは改ざんが容易とされます。

同じ内容を複製出来・削除・訂正も見た目にはわかりません。

　そのため、電子データで帳簿・書類を保存することが出来る

条件を定めておく必要があります。

電子帳簿保護法には「帳簿・書類を電子データで保存しておく
ための条件」も定められているのです。
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【電子帳簿保存法の改正概要】

　電子帳簿保存法は、以前からあったものですが、今回は

大きく次の改善がありました。

　　①電子データで帳簿・書類を保存出来る条件の緩和

　　②電子取引に関する電子データの保存義務

　「①電子データで帳簿・書類を保存出来る条件の緩和」は、電

子データの形式での帳簿・書類の作成・保存を普及させることで、

企業の生産性の向上や行政の税務業務の効率化を図るねらいが

あります。その意味では、企業として積極的に利用したい改正

です。

　そこで、大きな問題となっているのは「②電子取引に関する
電子データの保存義務」です。これまでは「帳簿・書類の電子デー
タ保存は、条件をクリアした企業に対する恩恵でした。」

　しかし、今回の改正により、一定の場合には「そもそも紙で
の書類保存が許されなくなる」こととなりました。つまり、「必
ず電子データで保存しなければならない場面」ができたという

ことです。しかも、ただ保存すればいいだけではなく、保存す
る際の条件も決められているのです。
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インボイス制度の概要

【インボイス制度は消費税に関わるもの】

　消費税率が 10％に引き上げられる際、品目によっては 8％と

なる「軽減税率制度」が導入されました。つまり、消費税率が

２種類になったということです。消費税率が 1種類の場合、ど

んな取引を行おうが税率は変わりません。しかし、２種類だと

取引する品目によって税率が異なるため、その品目にどちらの

税率（10％・8％）が適応されるのかをはっきりさせる必要が出

てきます。この判断は、取引する品目を常時扱っている「売り手」

の方がより正確に行うことが出来ます。

　そこで、売り手から買い手に対して「この商品・サービスの
税率は◯％で、消費税は◯円です」という証明書のようなもの
を発行させる仕組みがつくられました。これがインボイス制度
です。
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【インボイス制度の真の目的は「免税業者つぶし」？】

　消費税を実際に負担するのは、商品やサービスを購入する消

費者です。商品やサービスを提供する側である事業者は、商品・

サービスの価値に消費税分を上乗せした金額を消費者から受け

取ります。消費税分を「預かっている」わけです。この預かっ

た消費税を事業者側が国に納めることで納税されます。消費税

の負担は「消費者」、納税義務は「事業者」となります。
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　しかし、消費税には「免税事業者」という仕組みがあります。
売上高が一定の金額を下回っている事業者は、消費税の納税義

務が免除されるという制度です。つまり免税業者と取引をする

場合、商品・サービスの価格に消費税分を上乗せして支払っても、

その消費税は納税されないということです。免税事業者にとっ
ては、消費税分稼ぎが増えているような状態です。見方を変え
れば、免税事業者は本来納税すべき消費税額分の利益を得てい

るとも言えます。このような状態を「益税」といい、インボイ

ス制度の導入後はこの「益税」を発生させることが難しくなり

ます。

　フリーランスや個人事業主の多くは免税事業者であるため、

インボイス制度は「フリーランスつぶし」「個人事業主つぶし」

などといわれます。
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電子帳簿保存法とインボイス制度の関係

　電子帳簿保存法とインボイス制度は、どちらも税金に関する制度という
点では共通です。しかし制度としては全く異なり、企業への影響という点

では繋がりはありません。ただ、売り手が買い手に対して発行することに

なるインボイスは、電子データの形式で発行することも認められています。

もし、売り手が電子インボイスを発行した場合、買い手は、電子帳簿保存
法で定められている条件をクリアした上で、電子データのまま保存しなけ
ればならなくなります。「②電子取引に関する電子データの保存義務」が適
用されるということになります。この点で両者は関係があるといえます。

記事参照：無料 de顧問サイト「経営者の知恵袋」
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